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ワシントンＤＣ・ＯＤＡ改革ランチ 
「ＣＤＦ・ＰＲＳＰを超えて－開発戦略における日本の付加価値－」 

 
 
 ２００２年２月１１日、米国ワシントンＤＣにて、官・学・民・国際機関の経済協力

実務家を中心とした有志約２０名が、昨今世銀を中心に推進されているＣＤＦ・ＰＲＳ

Ｐに対して日本としてどのような付加価値を提示していくべきかについて、昼食を交え

意見交換を行ったところ、概要は次の通りです。 
 
【ポイント】 
 
 
●ＣＤＦ・ＰＲＳＰのような枠組みを提示しても、ケース・スタディーを具体的に行わ

ないと、途上国での適切な政策提案に結びつかない。日本は、５－６か国の事例を徹

底的に研究して理論化し、世銀に提示し主張していけば、ＣＤＦ・ＰＲＳＰを発展・

深化させていく上で大きな貢献となり、また日本の存在感を示すことができる。 
 
●世銀には、組織設計の失敗、資本市場の有効性に対する過信、法律面における配慮の

不足等の問題が存在している。これに対しては、ことさら日本・アジアモデルの優越

性を主張するよりも、「政策の順序」、「開発に対する段階的アプローチ」等、世銀側

の既存の理論の実効性を高めるための修正として提示する方が発信力が高まる。 
 
●基本姿勢として、ＣＤＦ・ＰＲＳＰの重要な問題点を明確に指摘しつつ、その改善策

を幾つか示唆するという、全面賛成でも全面反対でも黙認でもない「半身の姿勢」が

適当。その上で、上記のケース・スタディ等により、あるべき政策の中身、類型、ツ

ール等につき実務的観点から様々な貢献を提示し、ＣＤＦ・ＰＲＳＰの枠組みでも主

張することが有効。 
 
●具体的には、途上国にスキーム選択の機会を与えることによるオーナーシップの尊重

とキャパシティ・ビルディングの実現、インフラ等投資環境整備による成長の実現、

産業政策や政府の能力強化の重要性等につき、日本の幅広い経験を生かして豊富な例

示とともに示せば説得力を持つ。 
 
●ＮＧＯのＣＤＦ・ＰＲＳＰプロセスへの参画については、当面は政府とＮＧＯの事前

協議を通じたインプット、中長期的にはＮＧＯの人材育成・交流・キャリアパス整備

が課題。 
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【本文】 
 
１． 経済政策優先順位論 
  （ＧＤＮ（グローバル開発ネットワーク）シニアエコノミスト・朽木昭文氏） 
 
（１）はじめに 
 世界銀行は、ウォルフェンソン総裁のもとＣＤＦ（包括的開発フレームワーク）によ

る援助を提唱している。宗教から文化まで含む包括的な政策を実施し、そのフレームワ

ークを基に特定の政策に焦点を当てることを提唱する。しかし、解決すべき問題だけが

拡がり、焦点をどのように当てたら良いのかという議論がこれまで欠けていた。経済の

グローバル化が進行する中で、民間部門の経済のウェイトが高まり、公共部門のウェイ

トは相対的に同じか、小さくなった。各国の政府が政策を実施する上では、政策に優先

順位を付け、それによって限られた国家予算の配分にウェイトをつける必要が大きくな

った。この点につき具体的に検討を深めていくことが不可欠であり、日本として大いに

貢献できると考える。 
 
（２）経済政策の優先順位 
 経済政策の実施には、優先順位をつけることが必要である。第一に「社会的生存水準

の達成（食料・教育・保健）」、第二に「安定化政策」、第三に「ハードとソフト（制度）

のインフラの整備」、第四に「経済自由化（貿易・投資・金融）」、第五に「成長戦略」、

第六に「所得格差の是正」である。これを、特定の目標を達成したら次の段階に移行す

るというフローチャートの形にして考えている。例えば、識字率が５０％に至る前は基

礎教育重視、それを達成した後にヘクタール当たり穀物収穫量が１００ｋｇに至る前は

農業生産重視、それを達成した後にインフレ率が３０％以下となり対外経常収支が対Ｇ

ＤＰ比マイナス８％まで改善する前はマクロ経済経済安定化重視、といった具合である。 
 
 当然ながら、各国の経済・文化という個別の事情により対応が異なることにも留意す

べきである。社会的生存水準達成を例に取れば、ラオスでは焼畑農業の改革から始める

必要がある。モロッコでは子供の水汲み仕事の問題があり、いくら学校の校舎を建設し

教員を育成しても、これを解決しない限り子供が学校に参加できない。パキスタンは女

性教師の不足がネックになっている。日本において、このようなケース・スタディーを

アジア諸国の経験を対象に行った上で、ＣＤＦの枠組みに載せて議論を展開すれば極め

て有意義である。 
 
（３）成長戦略の重要性 
 途上国においては、まずは農業の生産性の向上が課題となる。ラオス、ベトナム、カ

ンボジアでは食料生産不足が補助金拡大等の財政悪化に繋がり、マクロ経済の安定の達

成が困難となった。やはり、農業は国の基礎である。次に、マクロ経済の安定が課題と

なる。この手当てをしなければ、病気の人を全速力で走らせてダウンさせてしまうよう

なものである。経済成長を一定程度に抑制して、徐々に進めていく必要がある。その上

で、制度改革や自由化が必要となってくるが、この点は世銀・ＩＭＦが昨今主張してい
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る通りである。 
 
 しかし、この段階に至った国について特に強調したいのは、成長戦略の重要性である。

経済学における成長理論は、貯蓄率の向上が経済成長の向上につながるというものであ

るが、どのように貯蓄率を向上させるのか、そして具体的にどのような制度を構築し、

誰が中心に進めるのかが問題である。コロンビア大学のスティグリッツ教授も、政策の

決定と経済主体の行動をどのように結びつければ経済成長につながるかを検討する必要

があり、これをしないと実際の成長につながらないと述べている。昨今の世銀の議論で

はこの点が欠けている。そして、ある程度の成長を達成したところで、初めて所得格差

解消のための貧困削減が大きな課題となってくる。（自分の作成したフローチャートで

も、ジニ係数が５０％以下に下がっているかという判断基準を一番最後に置いている。） 
 
（４）アジアの産業政策 
 成長戦略において一番重要な経済主体は、アジアの経験をベースにして考えれば、国

内民間部門である。１９８０年代以降のアジアの成長を説明するのは海外直接投資（Ｆ

ＤＩ）、特に、天然資源をベースとしたものが牽引役となった。例えば、マレーシアでは

石油、パーム油、ココアといったものが１９８０年代前半に重要産業となった。また、

中小企業、更に国営・国有企業が問題となる。中国やベトナムなどでは、国営企業をど

う改革するかがボトルネックになっている。また、自分としては観光産業も大きな潜在

性があると思っている。このように、個別の経済主体についてどのような戦略をとるか

という議論を詰めていかないと、実際の成長にはつながらない。これは、計量分析のみ

のアプローチを批判し、またそれを補完するものとも言えよう。計量分析と個別戦略の

双方がなければ成長が達成できない。 
 
 アジアで実際にどのような産業政策がとられてきたかを分析すると、１９５０年代か

ら２０００年に至るまで、国と時代により違いが見られる。具体的には日本、韓国、中

国は大企業中心の産業政策をとった。日本では、傾斜生産方式をはじめとして、６０年

代まで産業政策が採られ、その後はＯＥＣＤ、ＩＭＦに加盟して自由化が進められた。 
 
 日本、韓国、中国相互でもかなり違いがある。技術導入・移転について、日本は自前

で行った。韓国は技術面から徐々に取り入れる形をとっており、例えば自動車産業は部

品を日本からの輸入に依存した期間が長引いたため、それによる貿易収支の悪化が後に

韓国の経済成長のボトルネックになった。他方、中国は外国企業を利用している。例え

ば自動車産業は国内に８大会社を指定して、１つの会社に２つの外資を割り当てて、１

０－１５年後に中国の会社にするというのが中国の自動車産業政策である。そして、こ

れが割に成功している。他方、中国では政府内の部局と中央地方政府の争いがあること

から、自動車産業以外の産業政策はうまくいっていないと理解している。 
 
 なお、中国では、１９７７年の改革開放の後、計画経済がかなり推進されたが、１９

８４年に「台湾の鷹」の輸出加工区をモデルとして「経済特区」が導入された。それか

ら１９９２年まで中国経済の変化を支えたのは、いわゆる郷人企業（village and town 
industry）である。１９９２年以降は、外資が支える形で経済ブームが起こり、１９９
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４年には自動車産業政策をはじめとする一連の産業政策が発表された。これを実行しよ

うと思ったところでアジア危機が発生し、中国の経済政策の方向を変えさせることにな

った。 
 
 これに対し、１９８５年のプラザ合意以降の台湾や東南アジア諸国の成長は「台湾の

鷹」をモデルとした「輸出加工区」に支えられたものであり、マレーシアやタイもこれ

を変形した政策の導入が成長のバネになった。そこにアジアの成長パターンが収束して

アジア危機が起こったという構図がある。 
 
 以上を踏まえれば、産業政策は外資を如何に上手に活用するかという問題に収斂する。

アジアで活用された「輸出加工区」は、数十年前に搾取のモデルとして批判されたが、

現在の途上国も、外資を上手に活用する以外の方法で成長を達成するのは難しいのでは

ないか。特に、１９８０年以降、グローバル企業がバリュー・チェーン・マネージメン

トを導入し、世界規模での企業再編が進行している。そして、この流れは２１世紀も続

く。成長戦略にせよ、ＯＤＡの活用にせよ、このような流れを踏まえて初めて効果が期

待できる。例えば、部品産業もグローバル市場の中で考える必要があり、アフリカのイ

ンフォーマル・セクターの中小企業育成をやみくもに進めても頭打ちになる。グローバ

ル企業との連関の中で価値を提供する会社が生き残る。 
 
 現在、世界で産業政策と呼べるものをとっているのは、ブラジル、中国、インド位で

ある。他の国は産業政策をとろうとすると、世銀・ＩＭＦの圧力で政策変更を求められ

る。マレーシアは、世銀、ＩＭＦからも融資を受けずに独自の政策を進めているが、経

済が比較的うまくいっているため、現時点では特段の産業政策がとられていない。ヴェ

トナムも政府が保護する産業政策は良くないということで国際競争重視という方向に随

分シフトした。 
 
（５）おわりに 
 以上は自分が行ったケース・スタディのポイントを簡潔に述べたものであるが、要は、

ＣＤＦのような枠組みを打ち上げても、このようなケース・スタディを具体的に行って

いかないと、途上国での実際の政策提案に結びついていかないということである。日本

は、５－６か国の事例を徹底的に研究して理論化し、世銀に提示し主張していけば、Ｃ

ＤＦを発展・深化させていく上で大きな貢献となり、また日本の存在感を示すことがで

きよう。 
 
２． 世銀実務の問題点と日本が提示できる付加価値 
  （世界銀行アフリカ局・豊島俊弘氏） 
 
（１）はじめに 
 自分は日本政策投資銀行からの出向で世銀に来ている。世銀にはアカデミックなレベ

ルでポテンシャルの高い人がひしめいていることは良くわかったが、他方で驚いたのは、

率直に言えば、実務経験がない人たちが、非現実的な改革処方箋を金太郎飴のように各

国に押し付けている姿であった。特に、人員合理化圧力の中、アウトプットの量に対す
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る要求が厳しく、セクター担当者は少なくとも５プロジェクト程度は同時に走らせなけ

ればならない。従って、各国経済に大いなる影響を与える割には、粗い分析と手続きで

プログラムを進めているという感がある。やはり、国のフレームワークに影響を与える

ような仕事であれば、「ナイストライ」では済まされない部分があるので、失敗の場合も

受入国の納得を得られるような手続きと準備をするのが本来の姿である。やや細かくな

るところもあるが、どういった所に疑問を感じているのかを以下説明したい。 
 
（２）世銀の組織設計の失敗 
 まず、世銀では折角の人材の宝庫を生かすような内部管理が出来ていないことを指摘

したい。２－３年前に導入されたと聞いているが、世銀内部で人員合理化を促進するた

めに導入された予算管理システムは、利益概念のはっきりした職場において業務パフォ

ーマンスに給与や経費を連動させるのには適しているが、利益概念の希薄な業務に適用

された結果、自らの給料のためにプロジェクトをつくる結果となっている。貸し出し額

のセクター毎の大きさは、本当のニーズアセスメントよりはカントリーチームの中の根

回しにより決定され、プロジェクトのオーナーシップは受入国にあるとタテマエでは述

べつつも、微細にその内容に関与しつつ、貸し付け決定まで自ら行ってしまうので、「利

益相反行為」により組織が動いているようである。ＰＲＳＰ等の指標の選び方も恣意的

な面があり、また成果測定も自ら行っているため、世銀内部評価で「SATISFACTORY」
という事例がどんなに増えても、途上国における改善が目に見えてこないのも当然の結

果と思う。外部にガバナンスの指導をする割には、自分の組織のガバナンスが無いとい

う印象である。 
 
 金融のトレーニングを受けたことのある人であれば、「金を貸す」ということの意味を

もっと真剣に考える筈である。本来、金は借りる人がその必要性と返済能力を説明し、

そのフィージビリティを貸す側が検討して融資するものである。世銀の仕事を民間に例

えると、メインバンクがつぶれそうな会社に対して人員合理化と新規投資を同時に薦め

ているようなもので、人員合理化は金融規律によって説明できるが、新規投資はメイン

バンクが決して薦めるべきものでは無い訳である。なぜなら、ビジネスの世界は厳しく、

銀行員が思いつきで投資を薦めても、それほど成功しないからである。日本の銀行には、

人まで送り込んだ上でこのような投資を行ってしまった例もあったが、そのような銀行

については貸し手責任（Lenders Liability）が問われていることはご存知の通りである。 
 
 世銀の職員はプロジェクトで何を見ているのかと言えば、かなりの時間を調達管理に

割いている。言い換えれば、○×株式会社に貸す銀行が、その建設の請負先選定と工場

の設計を監督しているようなものである。そして、肩越しに入札をチェックするのは「不

正防止」という名目であるが、何か違和感はないだろうか。第一に、そこまで、相手を

信じられないのであれば、普通は貸さない。しかし、本質は、貸したお金が誰のビジネ

スになるのかというところに最大の関心があるからであろう。ここに、タイド・アンタ

イドの議論とのオーバーラップが出てくる。書生っぽい意見かもしれないが、結局は発

注利権・世銀内部の官僚利権により、経済的に目指しているマクロ便益の達成が阻害さ

れている訳で、この点は、日本・アジアを持ち出すまでもなく、世銀の内部努力によっ
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て改革を目指すべき問題点だと言えよう。 
 
（３）資本市場に対する幻想 
 「東アジアの奇跡」のレビューがニューエコノミー論者の最も勢いのある時期に行わ

れたがために、産業政策全般が否定され、世銀内で日本人が発言しても、「あなたたちの

経験は無関係(irrelevant)である」と決め付けられるようなこともしばしばである。「産
業政策＝Rent Seeking＝悪」という連鎖を断ち切ることが出来ない。 
 
 しかしながら、一昨年来のドット・コム・バブルの崩壊やアルゼンチン問題等により、

強気一辺倒であったマクロエコノミストたちの自信もぐらつきはじめているように見え

る。自分は比較的長い間、資本市場に近いところで仕事をしていたので思うのだが、問

題は、世銀・ＩＭＦの中の多くの人々が、マクロ的な便益とビジネスの利益が単純一致

すると置き換えて思考停止していることにある。その背後には、「極めて効率的で資本市

場主導の透明な経済フレームワークを短期間の改革で作り出せる」ということが無意識

に前提とされている。そして、世銀という組織の中で資本市場整備をアドバイスするこ

とを仕事とする人が現れると、国の発展段階や証券取引制度が未整備なままでも、お構

いなしに資本市場創設を提言してしまう。すなわち、人が仕事を作ってしまうのである。 
 
 ある世銀機関の人は、アフリカのある国に資本市場を作る知的支援を、ＩＭＦや米国

財務省と調整しつつ行っている。彼は、過去に証券会社で仕事をしてきているので、現

実レベルとのギャップをわかっているが、それを言えば世銀機関という組織の仕事がな

くなり、そうすれば皆リストラ圧力の下にくるので、文句も言っていられないようであ

る。 
 
 たとえば、私はそのような仕事をしている人たちに対して、以下のような質問をする

ことにしている。途上国の企業のバランスシートはどうやって信じられるのか？公認会

計士は何に基づいて仕事をしているのか（日本では、公認会計士法、商法と証券取引法

に基づく監査義務があるから仕事があるけれども、途上国では証券取引法はなく、商法

的に考えて大会社となるものも限られており、また第三者監査の義務は規定されている

のか）。日本では税理士が財務諸表作成を手伝うことが多いが、これは徴税の面であり、

エンロンのような利益過大計上を株主のために戒めることはないが、これに類する制度

はあるのか。帳簿が信用できない会社を上場して不特定多数に売買させるまでに必要な

ステップを現実的に考えているのか。これらの問題に対して、きちんとした説明が得ら

れたことはない。市場を作れば、市場の要請によって透明になるという、卵が鶏を生む

という回答が殆どである。 
 
 しかし、目端が利いて逃げ足の早い国際金融資本は、それほど辛抱強くマーケットを

育ててくれるのであろうか。これはあり得ない。エマージング・マーケット向けのプラ

イベート・エクイティーがいつも狙っているのは、「魅力的に聞こえる素材」である。こ

の点、ＮＡＳＤＡＱのネット企業と同じである。日本のマザーズ上場企業や米国のＮＡ

ＳＤＡＱ上場企業の中の多数がここ２年の間に暴落をしようが、それは、巨大な資本市

場のある国の中の一部であるから許容されるが、途上国全体にこのようなリスクを負わ
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せるべきではない。ＩＭＦの近時の調査では、エマージング・マーケット・ファンドが

通貨危機の直前に大量の資金引き上げを行ったことが確認されている（ロシア、チェコ、

ブラジル、アジア、但し、タイは必ずしもそうではなかった）。もちろん、ＩＭＦの文書

なので、海外からの投資資金が逃げることが観察されたとしても、それを犯人視できな

いというような分析になっているが… 
 
 我々が今後考えなければならないのは、外国からの投資といった場合に、「金融投資」

と「事業投資」を明確に分離して考えることである。そして、事業投資がある国の経済

危機の場合には、経済リンケージがあるため、為替切り下げ等によってそれなりに回復

手段があるとしても、アルゼンチンのように、国営企業の民営化によってドル資金を呼

び込んで通貨価値を維持していたような場合には、ストック投資だけでフローの裏付け

がないので、資金引き上げが経済全体を麻痺させてしまうという問題がある。何故引き

上げられるのかは、それが事業投資ではなく、コミットのない金融投資だからである。

エンロンの場合は、売り逃げた役員の所得は米国内に残って消費に回るが、外国投資の

場合は、引き上げられてしまえばそうはいかない。通貨危機の傷跡を癒すための増税が

付加価値税等で逆累進的になるのがメキシコ等の経験である。 
 
（４）３つのセクターの調整速度の差が金融裁定の源泉 
 くどいようだが、昨今の金融商品開発に関わっていると、その目的は経済における調

整サイクルの遅さであるとか、情報の非対称性からいかに裁定利益を引き出すかという

ことに常に重点がある。国のマクロ的構造調整の成功は、「金融」「ビジネス」「労働市

場・制度」の改革がシンクロして初めて可能になるが、問題は、金融セクターのみが突

出して巨額かつ速すぎることであり、かかる資本移動の速さが経済の不安定化をもたら

していることを真剣に受け止めた上で、マクロ理論を否定するのではなく、（イ）透明で

厚みのある資本市場の構築と、（ロ）市場が幼稚な間の市場への資金流出入が国の経済全

体に与える影響を遮断するステップを考えるべきある。中国のように、内外を分けるの

も一つの知恵であるし、マレーシアのように、短期資金移動をコントロールするのも良

い試みだと思う。その他の構造的歪みがあるからといって、すべてを否定する必要はな

いと思う。 
 
 適切ではない喩えかもしれないが、自分は、ビジネスの利益というものは、例えばタ

イタニック号が沈んでいくのを見た時に、それに乗り付けて金持ちの金品を奪ってしま

うということをも正当化できると説明している。営利機会があり混乱に乗ずることが出

来れば、全体の経済が上昇しようが下降しようが、金融的には利鞘を確保することは可

能である。儲けた人は、高いリターンは高いリスクに対する当然の報償であると胸を張

ることだと思う。そういった「欲望」が営利活動のエネルギーとなるので、これを否定

する必要はない。権力に近いところから財閥が生まれるといったことについても、「多少

は目をつぶる」余裕も必要である（この社会的寛容性を「タメのあるなし」と呼んでい

る）。しかし、道義的な問題やコストの外部化が余りにも大きい場合や、外部流出が予想

される場合には、制度的な縛りが必要であろう。 
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 また、世銀ではビジネスが無限に早くなるという「幻想」を未だに引きずっている。

極端な一部情報産業を別にすれば、物理的な商品を扱う以上、ビジネスのサイクルはど

うしても５－１０年は必要である。この金融市場が途上国には全くなく、日本では長期

信用銀行のような形で補ってきたところである。競争概念を強調しすぎる余り、「早いこ

とは良いことだ」ということに何の疑問も差し挟まなくなっていることは要注意である。

一番遅いところにあわせると同時に、そのボトルネックをどうスピードアップするのか

ということが求められる技術である。 
 
 では、そのボトルネックは何なのか、これは、労働市場の流動性だと考える。人間の

生活パターンは簡単には変えられない。労働市場の不完全性が常に失業を生み出してい

る。日本の家族的会社は問題があるとは思うが、各国の政府は歴史的には、社会コスト

を企業活動に内部化させることによって、経済活動の成果を社会的安定に結びつけよう

としてきたのではないだろうか。しかし、今、途上国で言われているのは、外国の優良

資本が必要な時間、必要なだけ臨時従業員を雇い、固定費的な負担は国が行うというよ

うなケースばかりである。これでは、キャパシティも生まれず、使い捨てである。外国

企業優遇政策に過ぎないが、それでも投資を受ける国は受けない国よりは幸せだという

程度のことである。東西冷戦構造の間は、社会主義に対抗する上で、労働者の福利の向

上を示すことが、資本主義経済に求められていたと思う。しかし、東側の崩壊によって、

ここにおいて守らなければならない一線が崩れたのではないか、というのが私の疑問で

ある。マルクス経済学のような労働搾取の問題まで飛躍しないうちに、修正が必要にな

ってくる分野だと思う。 
 
（５）法律面からのアプローチの不足 
 途上国といえども法治国家であり、何事をするにも「法律」は必要である。しかし、

世銀において法律に対する認識が非常に弱いことは一つの問題である。これはエコノミ

スト全般に言えることで、日本でも、改革が実行段階で時間がかかるのは、法律の壁が

あることが一つの要因となっている。以下にいくつかの例をあげたい。 
 
（イ） インフラ整備への民間参画 
 現在、インフラ整備への民間参画(Private Participation in Infrastructure)について、
必要な法的枠組みを検討しようという試みを手伝っている。きっかけは、以前に私が世

銀の共催するフォーラムで、民間企業のインフラ事業参画にあたっての法整備について

話したことである。自分は、コモンローの国とシビルローの国の法概念の違いについて

問題を提起した。すなわち、契約書から発想するコモンローの国では、契約を締結する

権能のある人がコンセッションを与えれば、それで民間に対する権限委譲ができるが、

大陸法の国では、憲法を頂点に公法体系（省庁設置法、行政法、財政法、自治法、道路

法などのインフラ法）と私法体系（民法、商法、等）が明確に区分されていて、公益に

関わる分野における私益の行使が大幅に制約されていること（公物に対する担保権設定、

料金認可等）であった。そして、法律に違反する契約は無効になるので、法律上の手当

てを無視して進めた場合には、結局は契約上の取り決めが最後は守られないという結果

が出てくる。 
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 これは全てカントリーリスクとも言えず、投資する側が国内法を良く勉強していない、

民間参画の枠組みを作るときにきちんとした法律手当てがないといったことが原因であ

る。例えば、世銀の民間インフラに関するアドバイスを見ると、全ての文書に「透明性」

とか「効果的規制枠組み」とかいった言葉が出てくるが、それを具体的に担保する仕組

みは何かと聞いたとき、それは、結局は法律やガイドラインになる。しかし、その具体

的な内容を十分に答えられる人は少ないと思う。例えば、日本でＰＦＩ法を作った時に

は、民活法の不透明さの反省から、客観評価と結果の公表を法律で義務付け、法律に位

置付けられた民間委員会（首相の諮問機関）が客観評価の方法や公表の仕方についてガ

イドラインを公表した。また、既存の公物管理法との関係について、個別法の改正では

なく特別法を用意し、その特別法にある手続きを踏めば、個別法と別に民間参画ができ

る、インフラ横断的な整合的なフレームワークを提示した点に特長がある。法律の条文

に何を書くのか、どういうガイドラインをつくるのか、透明性やアカウンタビリティ、

紛争解決の時の公益・私益のバランスをどうするのかを、法律の条文イメージで出すこ

とが出来て初めて本当の知的支援ができるのだと思う。 
 
 世界各国のインフラ法に関する蓄積が世銀にあるのかというと、体系だったものはな

い。皆、世銀は世界各国の民間参画を指導しているので、事例の宝庫だと言われるし、

イメージバンクといったドキュメントの宝庫を調べれば法律フレームワークの論文がい

くらでもあると言われるので、リサーチアシスタントを使って文献調査をし、内容をチ

ェックしたところ、個別法に踏み込んだ研究は今のところ一つもでてきていない。セン

トラル・ユニットに聞きに言って、あなたたちが、例えば透明性が重要だといった時、

それを実現する方策として何か具体的なものはあるかと迫ったが、それは個々のタスク

チームリーダーが考えることだ、ということで体系的な法律文書の蓄積はなかった。世

銀内部にあると聞いた旨を言うと、「誰がそんなことを言ったのか」と逆に聞かれる結果

であった。個別の担当者に行くと、確かに、法律が断片的に収集されているが、それは

コンサルタントの報告に添付されているようなもので、細かく目を通しているとは思え

ない。 
 
（ロ） 中央政府と地方政府の関係 
 先日、ある国のＰＲＳＰの話をカントリーチームでしたときに、誰かから、中央政府、

地方政府、自治体の行政責任の規定はどうなっているのかという質問が出た。皆、「貧困

削減」という崇高な使命を語るのは良いが、住民レベルになる程、行政サービスの執行

責任は自治体になっていき、国との対話で超えられない問題が出てくるのだと思う。米

国のように、州が国で連邦に権限を委譲しているのか、日本のように、国と地方自治の

独立を並立させつつ、国がコントロールするのか、それとも、国が地方に執行を委譲す

るのか、こういったことを規定するのが法律なので、そこを明確に見て、さらに、法人

格とレベルの異なる政府間の資金のやり取りを本当にモニタリングできるのかという議

論になったるはずであるが、その点につき誰も考えておらず、結論がないということが

分かって愕然とした。全地方政府と対話することなど出来ないので、窓口は国に絞ろう

ということは全員一致している。しかも、地方分権を推進することは主要アジェンダの
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中に入っている。それなのに、ＮＧＯとの対話は一方で強化するのであり、気持ちは分

かるが世銀の中の理屈も混乱している。 
 
（ハ）金融全般 
 資本市場育成については先に述べた通りである。企業会計規則の話、監査の話、証券

取引関連法制、監督機関（金融庁の設置法等）、銀行法、証券法、金融サービスに関する

個別法、出資法等のすべてが揃った上で初めて金融市場が成り立つ。もちろん、裁判制

度と判例の積み重ねも重要であろう。また、金融関連以外でも、担保法、所有権等の物

権・債権の規定などなど、資本市場に関係なく、相対取引でクリアされていない問題が

山のようにあると思う。マイクロファイナンスについても、何でも良いはずはなく、イ

ンフォーマルな闇金融との違いは何なのか突き詰めて考えないと、フォーマルな金融の

成長もなくなってしまう。 
 
 以上述べたように、法律に関する蓄積がまだ体系化されておらず、関心も低いのは意

外だが、いくつかの分野に特化した各国の法律ライブラリーを日本に作るだけでも、わ

が国の知的支援の具体性は飛躍的に高まるのではないかと思う。 
 
（６）マクロ調整に伴う歪みを押さえる知恵としての日本・アジアの工夫 
 日本・アジアモデルが優れているなどと言っても、外部からの受けは良くない。それ

よりは、アジアが他の途上国との比較で相対的に発展したのは、その政策に「合理性」

があったからであるということだと思う。これは、結果があるのだから安心して主張で

きる。その中身は何かというと、時間軸の中で、調整にズレが生じるところを補う政策

を取ってきたということである。 
 
 例えば、戦後の自動車産業で言うと、国内で競争力のある産業をつくれるはずであり、

それに相応しい労働力・技術力などの要素資源が潜在的にあるけれども、輸入品のみに

依存すると、その能力を発現させられないので、「幼稚産業」である間は一定の保護下に

置く、といった政策である。国内に潜在要素があるので、一定の保護があれば、政府が

考える以上に民間が参入して競い合うことになる。そうすると、市場開放圧力が当然来

るので、開放されても渡り合えるように準備しようということで、集約化も含めて更な

るキャパシティ・アップが図られる。逆に国内ですら競争が起きない、内外価格差が一

向に縮まらない場合は、仮説が間違っていたので、どこで撤退するのかを明確にしてお

く必要があろう。このような考え方が合理的だと思う。 
 
 従って、日本国内で伸びた産業は、国内同士でも競争が働いたということで、ある程

度育成期間を置くことに合理性があると思われる。一方、国内の競争を制限した産業は、

最終的には国際競争力もつかず、対外開放も遅れる。これらの産業は結局大きな問題を

抱えることになる可能性が高いのは我々が実感している通りである。従って、レント・

シーキング的な措置には必ずサンセットが必要であるということについて、日本は素晴

らしい反面教師としての素材も提供することが出来ると思う。幼稚産業育成期間をどこ

で卒業させるのかを明確にすれば、それなりに面白いと思う。また、石炭のように、国

内におけるショックを緩和するために、時間をかけて安楽死させるケースもあると思う。
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日本は少し時間がかかりすぎたが、最終的に撤退シナリオの一部であることが明確であ

れば、これも説明可能だと思う。日本でこのようなビジョンを織り込んだ政策を取るこ

とができたのは、政策のオーナーシップが国にあったからだと思うし、これは正にＰＲ

ＳＰのポイントとも一致する。 
 
 「金融」「ビジネス」「労働市場・制度」の改革をシンクロさせることについては既に

述べた通りである。 
 
（７）おわりに 
 
 このように考えると、政策の順序(policy sequence)であるとか、開発に対する段階的
アプローチといったものについて、無理にアジア的で異質なものとして対決するよりも、

既存の理屈の実効性を高めるための修正として提示することが我々の発信力を高める鍵

になるような気がする。私のいる世銀アフリカ局の民間セクター部では、エントリー・

ポイントと称して、特定の産業とそれにつながるサプライ・チェーンをたどって、波及

のある成長分野を育てようとしている。これ自体はあまり違和感がないが、具体的な手

法になった時に、したたかな民間ビジネスマンが途上国に投資するときには単純にカモ

られてしまうのかなと思ったりする。 
 
 いずれにせよ、世銀の内部でこれらの問題を率直にぶつけているうちに、世銀アフリ

カ局のタスクチームリーダークラスの職員を２０人くらいまとめてアジアにつれて行っ

て、もう一度アジアの様々な開発モデルを勉強してみようかということになった。これ

は、世銀の中では稀なケースで、彼らの考え方に欠けている視点、特に、実際的な視点

を出来るだけ頭に入りやすい形で提示できないだろうかと考えている。また、来年１０

月に予定されているＴＩＣＡＤ３に向けて、アジア諸国の経験につき各々の国の視点か

ら分析した資料のデータベースのようなものを作れないか考えている。日本を際立たせ

るのではなく、アジアの国にいろいろなものを言ってもらうことが一番ではないかと考

えている。 
 
 今回の世銀職員研修では、日本以外ではシンガポール・マレーシア・ベトナムを検討

中だが、日本でのテーマは以下を考えている。これは、ＰＲＳＰプロセスで日本が付加

価値で提示するためのアイディアにもなると思う。 
 
（イ）.戦後日本の開発政策の変遷 
 国内におけるキャパシティ・ビルディングの過程で、過去にレント・シーキング的な

段階があったこと、最終的な経済形態は民間市場経済であっても、実績のない民間企業

が新分野・投資に踏み出しやすくするためのインフラ（制度含む）を政府が提供するこ

とによって、民間でコントロール不能なリスクを吸収する仕組みがある程度機能したこ

と。また、各分野内の競争は結局政府指導よりも民間同士の競争が機能したことなどを

伝えられればと思う。できれば、アジア各国の貿易・投資制限や「国民車」構想が、様々

なゆがみを生みつつも、普遍的に製造業におけるキャパシティーの獲得に貢献したこと

などにも触れられれば良いのではないかと思う。 
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（ロ）アジア諸国と日本の間の経済的リンケージ（貿易・投資、相互依存関係の進展） 
 特に、ヨーロッパとアフリカ、北米と南米の関係と比較して、アジアの南北関係（今

やもっと対等だが）は何が違うのかを際立たせることが重要だと思う。 
 
（ハ）.一国二制度：中国の実験を理解する 
 今回の目的地には中国が入っていないが、中国の経済開放のこれまでの流れについて

理解させたい。ポイントはプラグマティズムであり、既存権力との短期的な対立を避け

ながら段階を踏んで市場化を進めていることである。その裏に様々な非経済的な制約が

ありつつも、様々な制度破壊とは別な移行政策としての考え方として捉えられないかど

うかということである。一方で、本当のキャパシティーが中国内で育っているのか、な

どについて議論したいと思う。 
 
（ニ）.政策金融の役割について（インフラ金融と中小企業金融について） 
 先にも述べたが、２０－４０年の投資回収期間を必要とするインフラに対して純粋民

間金融は極めて困難である。特に途上国において、国内市場は皆無である。民間投資と

理解されている事例も、きちんと見れば、外貨建て借り入れで、主要リスクをすべて政

府が取る形になっていて、且つ、為替下落時には、国内利用者に為替リスクの転嫁が出

来ず、政治問題化する歴史を繰り返している。また、中小企業金融については、証券取

引法による情報開示のない世界ですから、正しい融資のマーケット金利というものは机

上の空論である。米国でも、欧州でも、アジアでも、中小企業金融は何らかの基準の下

で政府の支援を受けている。世銀内部ではこれを全面的に否定しているが、過去の大プ

ロジェクトに対する国家融資の議論とごちゃ混ぜになっている。一方、グラミン銀行の

ようなマイクロファイナンスを振興しようとしているが、特殊な例外を除いて、インフ

ォーマルセクターのファイナンスでフォーマルな市場経済が育成されることは困難と思

われる。 
 
３． 質疑応答 
 
（１）ＣＤＦ・ＰＲＳＰに対する基本姿勢について 
 
●ＣＤＦ・ＰＲＳＰといった一般理論・枠組みからのアプローチについて、我が国経協

実務関係者は、現在行っている経協業務への直接の影響は一気に出るものではないと

の認識に基づき、国別に徐々に表面化してくる問題に対して個々に対応している、と

いうのが現状と思われる。その結果、ヴェトナムのように深く関与したり、バングラ

のようにネットワークを立ち上げたり、パキスタンのように現地公館・事務所にて多

忙な中で対応しつつ東京との連携を模索したり、あるいはほとんどフォローしなかっ

たり、国ベース、現地ベースで対応が異なっている。他方、世銀理事会・総会等では

一般的なエンドースに加わりつつ、日本の色は出していないと認識している。このよ

うな中で、ＣＤＦ・ＰＲＳＰについて、日本としてもう少し深くつっこんだ基本姿勢

を示すことが、開発論議に貢献しつつ日本の国益を確保していくためにも必要ではな

いかと思う。 
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●具体的には、「ＣＤＦ・ＰＲＳＰの重要な問題点を明確に指摘しつつ、その改善策を幾

つか示唆する」という、全面コミットでも全面反対でも黙認（「注視する」）でもない、

いわば「半身の姿勢」を当面とっていくことが適当ではないだろうか。実際のところ、

オーナーシップ・パートナーシップといった基本原則は重要で日本も従来より主張し

ているが、現在試行的に具体化されているＣＤＦやＰＲＳＰのアプローチは、情勢や

関心の変化で（十年単位では）大きく変わりうるのではないかと思う。「政治的関心」

というキャピタルが限られている中で、各国別の状況の違いが明確になってくるにつ

れ、このような枠組みへの熱気（そもそも存在するだろうか）が失われていき、「結局

は国別の対応が大切。ＣＤＦ・ＰＲＳＰは立ち上がりの思考整理に過ぎず中身は別。」

ということで重要性が失われる（というか歴史的使命を終える）という形になってい

くのではないかという予感がしている。 
 
●結局、日本は現時点から、「それでは政策の中身は何か。その類型、ツールをどのよう

に作るか。」という実務的な観点で、いろいろな貢献を提示し、ＣＤＦ・ＰＲＳＰの議

論が結局どうなろうと、そのような政策の中身、類型、ツールの貢献を末永くひっぱ

っていく、そういうアプローチをとるんだ、という信念のもとでやっていくのが、一

番骨太のように思う。これは、「ＣＤＦ・ＰＲＳＰの枠組み内で議論する」ととらえる

より、「そもそも日本としてやりたいこと、言いたいことがあり、ＣＤＦ・ＰＲＳＰと

いう流行りの枠組みを活用しているのだ」ととらえる方が、より適切と考える。 
 
●今回のテーマは、ＣＤＦ・ＰＲＳＰを超える（否定するのか、止揚するのか、ポスト

ＣＤＦ・ＰＲＳＰ」を標的とするのか）代案を提示するのか、または（超えることな

く）それらへの建設的インプットとするか、から始まって、もっと一般的に開発戦略

における日本の付加価値とは何か、という問いかけだと理解。それに対する答えが、

例えば日本の戦後復興・高度成長の経験か、アジアの経験か、（個別の政策としては）

産業政策か、いずれの切り口にせよ、汎用性を持たせるべく抽象的かつ目を引くよう

に表現しようとすると、現在一世を風靡しているキーワードと大差なくなるのかもし

れない。全く新規の、これまでとは異なる、画期的なコンセプトが抽出されるなら、

まさに「ＣＤＦ・ＰＲＳＰを超えて」ということになるのだろうが、ドナーとしての

歴史も、地域的・スキーム（instrument）横断性も、援助投入量も、いずれも押しも
押されぬほどに有している巨大ドナーたる日本のこれまでしてきたこと及び考え方は、

開発コミュニティーの従来からの議論に照らして、そもそも異端児である筈はないと

思う。 
 
●常々気になっていたことだが、ＣＤＦやＰＲＳＰについて、何となく日本は主導権を

世銀や一部他のドナーにとられたという感じを持ってしまい、なんとか乗り遅れまい

とするか、傍観者に徹するか、といった反応・反発に陥りがちになっていないだろう

か。特にオーナーシップについては、日本の援助は「要請主義」「共同形成主義」とい

ったやり方で遙か以前から尊重し、実績を上げてきており、そうした行動を通じてそ

れなりに主張もしてきているのだと思う。ただ、その主張を、世銀、国連、ＤＡＣ、



 14

個々のドナー会合等々で、これまでの開発コミュニティーで行われている議論と噛み

合う形で、整合的かつ戦略的に十分発信してきたのか、という点が問題だと思う。 
 
●もし「主導権を世銀等にとられたという感じ」との認識があるとすれば、そこは改め

る必要があると思う。言わずもがなのことだが、ＣＤＦにせよＰＲＳＰにせよ、日本

は、世銀における第二位の大株主として、世銀における理事会、開発委員会、さらに

は総会において、議論に参加し、世銀（マネージメント）に対してエンドースメント

を与えてきている。確かに、世銀理事会・総務会における結論は、それぞれの総意と

して表れるので、日本としての独自色は表には出てきにくい。（正確に言うと、どこが

日本が色をつけたところかは外からは見えない。）いずれにせよ、今になってどのよう

に思おうが、日本を含めたシェアホールダーが、世銀マネージメントに対してエンド

ースメントを与えた事実は打ち消すことはできず、その点の経緯を無視した主張は一

方通行に終わってしまう。 
 
●他方、従来ＣＤＦ・ＰＲＳＰに日本がエンドースメントを与えてきたとしても、それ

で思考を停止してよいということにはならない。日本は、世銀にエンドースメントを

与えた際は、その理念・コンセプトに期待を込めて賛意を示したのであり、それらが

実際に各国に適用され運用されていくと、期待を込めてエンドースしたイメージと比

べてどうなるかというところを、現時点ではしっかりと見極めることが重要だと思う。

「ＣＤＦ・ＰＲＳＰを超える」代案を提唱する場合は、各国の現状を分析して、これ

はもはや運用上の問題ではなく、立ち上がりの際にエンドースしたものそのものに何

らかの欠陥があったという（ある意味腹を括った）判断に基づいて代案を出す、とい

うことになるだろう。また、エンドースした理念・コンセプトが悪いのではなく、そ

の運用が日本のイメージしていたものとかけ離れているならば、その旨、それら枠組

みをよりよいものにするために提言する、ということであろう。 
 
●そもそも、ＣＤＦ・ＰＲＳＰとは、オーナーシップ・パートナーシップ（更には経済

的だけでなく社会的視点も加味するという要素もある）を提唱・実現する枠組み・プ

ラットフォームであって、そこから先、個々の国の文脈でＣＤＦにより実際にどのよ

うな姿になるのか、また、実際にどのような内容の（どのような優先度を置いた）Ｐ

ＲＳＰが出来上がるかは、どこにも書いておらず、誰も予断できるものではないと思

う。また、このようなアイデア自体には誰も異議がなく（だからこそ、世銀理事会等

でもエンドースされた）、ましてや元々は日本が従来より（声高に提唱していたかは別

として）念頭においてきたものだと思う。その意味で、これらの基本的概念に拮抗し

得る概念を提唱することはなかなか困難ではないかと思う。（「経済政策優先順位論」

「フローチャート法」は、これら基本的原則を否定するものではなく、そこから、具

体的な文脈において、どのようにして優先順位を絞り込んでいくかといった観点が欠

落しているではないか、という問題提起だと理解した。ただ、個別の文脈を想定して

提唱されているメソッドというものが普遍性を志向する点において、非常にユニーク

だと思う。） 
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●ＣＤＦ・ＰＲＳＰの考え方は、その提唱以前より日本は念頭に置いてきており、また、

これまでの開発コミュニティーの流行り廃りの法則からみてあり得ると冷静にみてお

いた方がいい事態であるところの、ＣＤＦ・ＰＲＳＰといった言葉が人口に膾炙され

なくなった暁でも、日本はこれらの原則を揺るがすことなく着実に援助を実施してい

く（ひとつの「ＣＤＦ・ＰＲＳＰを超えた」考え）、というものではないだろうか。 
 
●現時点で日本として要注意なのは、本来は具体的内容・結果を予断させるものではな

い筈のＣＤＦ・ＰＲＳＰを「錦の御旗」にして、自らの援助をやりやすいように誘導

するドナー間の駆け引き（インフラ軽視、援助モダリティ議論と言われているものが

挙げられる）なのだと思う。これまで日本が念頭に置いてきた原則だから、ととりわ

け主張も議論もせずにいると、いつの間にか開発コミュニティーにおけるフォーラム

での議論のみならず、現場においても日本がマージナライズされ、日本の援助が不当

な扱いを受け、不当に実施困難となる、という状態に陥る可能性があり、また、実際、

そのような例が散見されるとも聞いている。日本が受けて立つ必要があるのは、まさ

にこの駆け引きであり、ＣＤＦ・ＰＲＳＰの枠組みの下で具体的にどのような絵を各

国毎に描くか、といった段階の議論で、日本の付加価値を主張する必要がある。 
 
●具体的には、いろいろなスキームを有している日本が、種々のスキームがあることに

よって、途上国に選択の機会を与え、それが学習効果にもつながっている、と主張し、

それを敷衍して、ドナー間の不要な重複・取引費用の負担は解消する必要があるも、

ドナー間の様々な支援形態間の健全な競争原理を働かせ、途上国に選択の機会を与え

てオーナーシップ尊重、キャパシティ・ビルディングにつながる、という議論を展開

できればいいのだと思う。あるいは、成長と貧困の議論、投資環境整備により成長に

資するというインフラ整備の必要性の主張といったものを、うまく整理した形で、現

地でもワシントンの世銀本部においても発信できればいいのだと思う。その際、地域

的にも、スキーム的にも、関与しているセクターも分野においても、数少ないオール

ラウンドプレーヤーたる日本（勿論、得手不得手はあるが）が、その特長を活かして

豊富な例示とともに示せれば、説得力のある発信になるのだと思う。 
 
●成長と貧困について言えば、成長を促す支援を行うことによって、間接的にではある

が、貧困削減を直接意図した支援のみの場合よりも、貧困削減効果はこのように違っ

てくる、もしくは、インフラ整備を社会セクター支援と組み合わせることによって、

このような相乗効果を得る、といったことを、抽象論ではなくデータに基づいて展開

できれば非常に有効だと思う。また、同時に、そのような分析を行う過程で、日本の

援助の問題点も浮き彫りになるかもしれない。その場合は、国内的に、そういった問

題点を改善する梃子として利用されることを期待したい。 
 
●ＣＤＦ、ＰＲＳＰを超える代案を提唱するにせよ、それら枠組みをよりよいものにす

るために提言するにせよ、進捗報告的なものも含めてエンドースメントを与えている

紙の上のそれらと、現場での実態とを、地域的にも、スキームにおいても、援助投入

量でも、開発コミュニティーで数少ないオールラウンドプレーヤーである日本自身の
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目で確認し、比較し、検証していく過程が必要である。こういった情報を組織的に集

積してはじめて、現在の開発コミュニティーの議論について日本が本能的に違和感を

覚えている部分があるとすればそれはどこか、また、どうすれば日本の国益に反しな

いようになるのか、を見極めていくことができるのだと思う。こういった情報をオー

ルジャパンで共有して、現在それぞれの省庁、実施機関でともすれば別々の観点から

検討・分析がなされている状態から、「日本」の叡智を結集させて結晶化させた「日本」

の付加価値を、これら枠組みに対してバイ・マルチいずれの場でも「日本」として提

唱していくことが求められるのではないだろうか。（世銀理事会等での議論における

日本の色が不十分であるとすれば、それには、このような作業がやはり必要ではない

だろうか。） 
 
（２）産業政策について 
 
●アジア型発展については、日本をモデルとしつつ類型化、理想化させる傾向が強いが、

必ずしも実態を反映しておらず、ひとりよがりな形で使われているような場合も多い

のではないか。（１）例えば、日本が過去に採った産業政策で、積極的な外資導入政策

により成功した例は少ないのではないか。そもそも、未だに外資が流入しやすい環境

になく、むしろこれまでの外資に敵対的な政策が完全には解消できていない。（２）ま

た、アジアが投資導入に成功したという点については、日本がたまたま諸要因により

猛烈な海外展開を余儀なくされる中、東南アジア諸国が低価な労働資源と開発独裁に

より、そこそこ外資を満足させられる環境を作ったことによるものであり、単に、日

本産業の海外展開の大波の反射的な利益として外資が流入した、というのが実情では

ないか。果たして、東南アジア諸国が外資導入政策を戦略的に採り、その結果として

成功したと結論付けられるのか。 
 
●ＣＤＦ・ＰＲＳＰという世銀におけるメインストリームに影響を与えるためには、今

後どのような形で生産的な議論ができるのか、いろいろな形で対話を始めるべきであ

る。「東アジアの奇跡再検討」の過程で、日本の産業政策・アジアの産業政策は有効で

なかったという見方が、最近の全般的な経済学の文献の中では支配的である。ただし

この中にはコロンビア大学のワインシュタインのように日本の産業政策への否定的な

見解を明らかに間違った分析をしているーこれにつきEconomist誌で反論したことも
あるーものも含まれており必ずしも全面的に信頼すべき結論ともおもわれない。 

 
●６０年までの産業政策は使えないが、中国経済特区、マレーシアのＦＴＺ、タイのＥ

ＰＺ等の産業政策は現時点でも外資利用政策として十分に参考になる。外資を上手く

使うことなしに国際競争力をつけるのは不可能であり、外資利用の産業政策を今後深

めていくべきである。 
 
●ＯＤＡに関わる人の中に、産業政策に支援できる人材がどれほどいるか。いなくても

やる必要があるか。農業、農村開発、インフラなど、過去の経緯等もあって支援が継

続される案件が多い中で、敢えてそれを断ち切って産業政策を有効だと打ち出せるの

か。どこまで出来る実力があるのか日本が考える必要がある。 
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● 産業政策を巡る議論については、前提が時代と国・地域により異なるものであること
を十分に踏まえた上で、昨今のグローバリゼーションの中で、途上国としてどのような

利点が得られるのかという点を明確化していくことが必要である。 
 
●「産業政策とアジア型（もしくは日本型）経済成長」という概念を見直すべきである。 

アジア経済危機を経た今日、アジアの経済システムを異質なものと見なすのではなく、

固有の政治経済要因を内包しつつも、欧米型の新古典派的経済構想によって説明可能

なものとして議論するべきなのではないだろうか。また、「産業政策」（昨今この言葉

にアレルギー反応を示す学者・政治家も数多いようある）というよりも、「パレート最

適の働かない経済部門への限定的介入」と考えるほうが自然なように思われる。 
 
●日本のＯＤＡを供与する際には、被援助国の動学的比較優位を戦略的に育成するよう

な資金配分をしていけば、付加価値を示すことが可能ではないか。例えば、近年企業

間の競争が激化する中、費用削減を目的としてＭ＆Ａや戦略的企業提携が進むのと平

行し、投資相手国内のある特定地域固有の Locational Advantagesを求めて、複数の
多国籍企業が生産・研究開発などの地域 Cluster を作る傾向が目立っている。この傾
向は、インドの Bangaloreやマレーシアの Penangなどのように、ハイテク産業によ
り多く見られるのが特徴である（詳細はＵＮＣＴＡＤによる２００１年度版世界投資

報告を参照）。更に、Bangaloreの発展の背景には、その地域に複数存在していた工科
大学とその関連研究機関が供給する安価な技術と人的資本を求めて、外資が殺到する

という仕組があった。このように、まず投資先の人的・物的インフラがある産業の民

間資本を牽引する要因となり、それをサポートする上流・下流産業が発展、そこに更

に外資が流入するという構図が見えてくる。従って、日本は被援助国の動学的比較優

位を戦略的に育成するようなＯＤＡ資金の配分を考えていく必要があろう。 
 
（３）為替政策について 
 
●アジアでは為替の切り下げ政策が有効だったと言われているが、本当にそうだったの

か。競争力という意味では一国だけの切り下げでないと無意味であり、このような政

策対応が普遍的に有効とは思えない。通常、為替が切り下がる傾向にある国は、マク

ロ経済の安定にも欠けていることになり、直接投資先としては危険である。「政策とし

て為替切り下げ策が有効」との指摘は当たらないと思う。 
 
●アルゼンティン問題についても、折角強いペソを持ちながら、その裏付けとなるべき

財政規律や産業構造改革が放置されたために起こったものであり、今回の破綻は為替

制度のみの問題ではない。外資導入のためには、マクロ経済の安定や国の信頼性を維

持すべきであり、よくいわれるドル化の議論もその延長上にあることに留意すべき。

ちなみに、日本自身は、円が切り上がっていく過程で産業は競争力を強化してきた。

強い為替は購買力も増え当然メリットも大きいが、今の日本ではそれを活かせなかっ

た分野での構造改革が求められている。 
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●アジア型にこだわるつもりはないが、１９８５－９７年の成功例のうち、教訓になる

ところの素材を引き出していきたい。その中で、マレーシアは切り下げはやっていな

い。今までの産業政策の議論では、世界経済の環境を考えていない。日本企業がアジ

アに進出した８０年代の動機は、低賃金の場所を探し出すことである。タイ、マレー

シア、インドネシアとシフトしてきている。タイは、１９８２年と８４年に切り下げ

で低賃金であった。宗教がイスラムより仏教ということも一因であるが、ある程度為

替切り下げが行われることが外資が入る条件である。逆に、ＣＦＡはセネガルなど仏

フランにリンクしているため、日本企業の進出は考えられない。為替の切り下げによ

るベネフィットがコストを上回った。企業が国内需要を目指す場合には、為替切り下

げは有効ではない。以上の通り、すべてが為替というのは自分も支持するところでは

ない。世界環境が置かれた状況を踏まえ、民間企業がどう動くかということを踏まえ

て産業政策をとらないとうまくいかない。Ｍ＆Ａが終わり、これから世界企業がどう

動くかを捉え直して、途上国がどのように対策をとるか、その中で公的部門として何

が協力できるかを考え直すべきでないか。 
 
●生産財、資本財は先進国で作るが、消費財は途上国に比較優位がある。アルゼンティ

ンは製造業の投資は入ったが、対外投資していた資本投資、金融投資呼び込みが大き

な割合を占めていたため、その引き揚げにより不安定化した。また、為替が安定しな

ければ投資しない。マレイシアはアジア危機の後に、ビジネス上の生産委託の一部を

担うということが続いているが、アルゼンティンは証券投資が入っており、為替を重

視した考え方に基づいている。 
 
（４）ＮＧＯとの関係について 
 
●ＣＤＦ・ＰＲＳＰに関しては、各援助国や国際開発機関の間で様々な問題が提起・議

論されているが、そのなかで、ＣＤＦ・ＰＲＳＰの策定と実施における協調および連

携、とくに日本のＮＧＯのＣＤＦ・ＰＲＳＰ策定プロセスへの参加という点について、

自分なりの考えを述べたい。世銀などの報告が指摘するように、大雑把にいって、政

府援助機関・国際開発機関とＮＧＯとの間の協調・連携は、政策レベルとプロジェク

トレベルという二つの異なる次元に分類できる。一般的に、政策レベルにおける政府

援助機関・国際開発機関とＮＧＯとの協調・連携は、両者による政策協議、あるいは

ＮＧＯ側からの政策提唱に見られ、ＣＤＦ・ＰＲＳＰ策定プロセスへのＮＧＯの参加

はまさにこのレベルに位置付けられると思う。一方、プロジェクトレベルの協調とし

ては、両者によるプロジェクトの共同発掘・形成・実施・評価、或いはＮＧＯプロジ

ェクトへの政府機関の資金援助などが考えられる。 
 
●率直にいって、日本のＮＧＯでＣＤＦ・ＰＲＳＰ策定プロセスに実際に関わっている

団体は、ほとんどないのではないか。これは、日本のＮＧＯセクターだけに言えるこ

とではなく、欧米のＮＧＯセクターを見ても、何らかの形でＣＤＦ・ＰＲＳＰ策定プ

ロセスに関わっているＮＧＯの数は極めて限られている印象がある。ＣＤＦ・ＰＲＳ

Ｐに限らず政策レベル全体の援助機関・ＮＧＯ間の協調・連携を見たとしても、まだ
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まだ両者の協調・連携はプロジェクトレベルでより多く見られるのではないだろうか。 
 
●近年、日本の各省庁・地方自治体は国民の国際理解の推進とともに、ＮＧＯセクター

の発展・強化に努めてきたと思うが、そういった政府・自治体主導のＮＧＯセクター

のレベルアップやキャパシティー・ビルディングへの投資は、プロジェクトレベルの

協調に対応できるＮＧＯを多く育ててきた一方で、政策レベルで協調できるＮＧＯを

育成することにはつながらなかった、あるいは、敢えてそういった政策レベルのＮＧ

Ｏの育成を政府側が避けてきたのではないだろうか。結果として、政府とＮＧＯ間の

協調・連携をみると、今日でもプロジェクトレベルの協調に比べ政策レベルの協調が

あまりに少なすぎるように思われる。簡単に言えば、プロジェクトレベルの協調・連

携と政策レベルのそれには大きなギャップのようなものが存在しているような気がす

る。 
 
●しかしながら、政策レベルでの協調・連携なしでは、ＮＧＯを対等なパートナーとし

て呼ぶには至らないのではないだろうか。また、本来の政策とプロジェクトの密接な

つながりを考えるとき、政策協議に参加することなしでプロジェクトレベルでのＮＧ

Ｏの意義ある参加が本当に可能であるのか、は議論の余地があるところではないだろ

うか。 
 
●では、日本は一体どのようにして国際的な政策レベルで協調・連携可能な人材をＮＧ

Ｏセクターに育てることができるのか、について自分なりの提案は次の通りである。 
 
（１）政府・ＮＧＯ共同の開発援助人材育成 
 日本政府のＣＤＦ・ＰＲＳＰへの貢献が議論されるとき、ＣＤＦ・ＰＲＳＰを理解し

積極的に国際舞台で発言できる人材、とくに政府援助機関における人材の育成というよ

うなことはよく言われるが、そうした人材育成の対象の中にＮＧＯセクターにおける人

材も一緒に含めて考えていく必要があるのではないだろうか。開発援助の人材育成を考

えるとき、公務員とＮＧＯ職員といった旧来の二分化を取り払らい、「開発援助のプロフ

ェッショナル人口全体の増加」といったような目標に目を向ける必要があるのではない

か。 
 
（２）政府によるＮＧＯ職員の中・長期国内・海外研修の支援 
 ＮＧＯの政策協議・提唱キャパシティーを上げるためには、政府援助機関が毎年、職

員を国内外の研修、特に大学院レベルに派遣しているように、ＮＧＯ職員にもそういっ

た高度な学習訓練の機会が与えられる必要があると思う。 
 
（３）政府援助機関からＮＧＯへの出向勤務 
 日本の援助機関の政策立案に携わる部署から職員をＮＧＯに１－２年程度を目安とし

出向させる制度を実施することで、ＮＧＯ組織における開発政策の理解を深める。  
 
（４）ＮＧＯから政府援助機関・国際援助機関への出向勤務 
 ＮＧＯセクターの政策協議・提唱能力の育成を目指すにあたり、ＮＧＯ職員を国内外
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の援助機関の政策立案に関わる部署へ１－２年程度出向させる制度を実施する。 
 
（５）ＮＧＯでの政府援助機関・国際援助機関ＯＢ・ＯＧの採用 
 国内外の援助機関で活躍された後に退職された人材をＮＧＯセクターで再雇用するこ

とで、そうした人材の政策経験・知識といったものが直接ＮＧＯに伝えられることがで

きる。 
 
（６）政府援助機関とＮＧＯの信頼醸成の促進 
 両者の信頼関係なくして政策レベルでの協調・連携を語ることはできないのではない

か。特に、「ＮＧＯが政府の政策に批判的であってもよし」とするカルチャーを育ててい

く必要があるような気がする。また、この点で、政策レベルの協調自体とプロジェクト

レベルの資金援助を切り離して考えることが重要となるだろう。すなわち、「政府に批判

的なＮＧＯには資金援助しない」といったような風潮をなくさなければならないという

ことである。この点では、先頃のＮＧＯのアフガン復興会議への参加をめぐるような騒

動は今後なくしていかなければならないと思う。 
 
●政策・プロジェクトの両レベルで協調・連携可能なＮＧＯセクターの育成などという

と、欧米社会でもまだまだ発展途上の領域であって、あまりにも理想論的な印象を与

えるかもしれない。しかし、他の先進国において実現してないからこそ、こうした政

府・ＮＧＯ間の政策・プロジェクト両レベルでの協調・連携を日本が目指すことに意

義があり、将来的にはそうした協調・連携のモデルが日本独自の国際貢献となり得る

のではないだろうか。 
 
●ＰＲＳＰへの参加について、世銀のＣＡＳ（国別戦略ペーパー）などでは市民社会と

のコンサルテーションプロセスがあるが、日本では、市民社会として建設的なインプッ

トするためのプロセスがない。そのような関心を持たないＮＧＯもある一方、関心があ

ってもＰＲＳＰに参加する機会や組織的キャパシティがない団体が多い中で、日本はそ

の意見をどう吸い上げるのか。バングラデシュでは、ＯＤＡに関係する機関、相手国政

府、ＮＧＯを巻き込> んでフォーラム型の研究会が行われている。もう１つの可能性は、
アフガン会議の前にＮＧＯ会議があってＮＧＯ間での横の意見を集約した後、政府間の

会議にインプットするという手法である。残念ながら、１２月のアフガン復興ＮＧＯ会

議の際は、日本政府として支援は実現しなかったが、日本のＮＧＯの中で政策提言に関

与しようとの動きがあり、これらをＰＲＳＰへのインプットにもどんどん取り込んでい

く必要がある。 
 
●日本のＮＧＯでＣＤＦ・ＰＲＳＰプロセスに関わっている団体は殆どないだろう。途

上国の市民社会が関与することが大事なので、私はそれらの国で日本のＮＧＯがプロ

セスに関わっているかいないかはあまり問題ではないと思う。ただし、日本のＮＧＯ

がパートナーシップを組む現地の住民なり住民組織なりが、ＰＲＳＰプロセスに関わ

っているか、ＰＲＳＰによって不利を被ることがないかどうかをモニターし、必要な

ら日本政府をして是正措置を提言させるといったマインドは必要だと思う。ＣＤＦ・

ＰＲＳＰの提唱者である世銀に対してもっと直接モノが言える機会があったらなおの
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こと宜しいのではないかと思う。 
 
●欧州のＮＧＯにもＰＲＳＰプロセスから外れた団体も確かにあるようだが、欧州諸国

の場合決定的に違うのは、それらの国の政府がＮＧＯとのコンサルテーションをかな

り重視しているということである。少し前に読んだスウェーデンのＮＧＯに関する本

には、国際会議への政府代表団にＮＧＯ枠があることや、援助戦略策定過程で政府が

必ずＮＧＯに諮問するといったことが書かれていた。 
 
●このように考えると、問題は日本国内における政府とＮＧＯとの関係にあるように思

える。日本がスウェーデンのレベルに至るにはかなりの時間を要すると思えるが、①

日本の二国間援助の実施計画策定の過程にＮＧＯとのコンサルテーションを行なう、

②国際会議や国際機関との政策協議、途上国政府との政策協議の前に、必ずＮＧＯと

のコンサルテーションを行なう、といったことなら、今からでもできそうである。 
 
●その意味では、川口外相が最近打ち出した「骨太の方針」の中に、「第三者の参加する

委員会で援助分野やプロジェクトの優先順位を決定することを選択肢の１つとして考

える」というのが入っているのは進歩だと思う。 
 
●ＰＲＳＰに関しては、財務省が世銀・ＩＭＦの年次総会や国際金融機関関連の国際会

議で発言する際、或いは外務省が世銀との定期協議や国連機関関連の国際会議等で発

言する際、事前に現場のＮＧＯの声を集約していれば、オールジャパンとしての重み

のある発言になると思う。 
 
●ＮＧＯ側にＣＤＦ・ＰＲＳＰへの参加意欲があるかという点については、「関心がな

い」「関心はあるが参加する余裕がない」という団体が殆どのように思う。先月末に当

地大学で開催されたセミナーでいくつかの日本のＮＧＯ団体の方から話を伺ったが、

殆どの方が後者であった。外務省のキャパシティ・ビルディングのプログラムにアク

セスしてくる団体はそれなりのマインドがあるのだろうが、特定の村の住民との交流

を中心としている他の多くの団体（個人経営のＮＧＯといっても過言ではない）は、

村の問題を国全体の開発の問題とは切り離して考えている傾向があるように思う。Ｎ

ＧＯは多様であっていい筈なので、関心がない団体が問題だとは思わないが、参加へ

の門戸は常にオープンにしておく必要があるように思う。 
 
●関心はあっても参加する余裕がない団体に対しては、先に述べた政府とＮＧＯの協議

という方法は有効だと思っている。（バングラデシュのシャプラニールのように、ＮＧ

Ｏだけでは村の開発の持続性が確保できない点を直視し、ＯＤＡによって行なうこと

のできる相手国政府への政策提言に大きな関心を寄せられている。バングラデシュで

は他にも日本のＮＧＯが幾つか活動しているが、今バングラデシュで進んでいるＮＧ

Ｏと日本政府の対話は、ひとえにシャプラニールあってのことだろうと思う。） 
 
●日本のＮＧＯの規模からいって、職員を国際機関や政府系援助機関に出す機会費用は

かなり大きいと言わざるを得ないし、ＮＧＯを個人のキャリアパスの一環と見なすド
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ライなマインドは、今の日本のＮＧＯ職員の中にも乏しいと思う。多分、団体の規模

が相当大きくて人の出入りが多いＮＧＯが出て来ればこれも可能であろう。逆に、政

府系援助機関の職員がＮＧＯに出向することも、かなり機会費用が高いと思う。日本

の援助業界全体が、今の国際機関のように人材の流動性が高くなってくれば、これら

は考えられないことはないと思うが、もっと短期的で現実的なのは、会費を払ってＮ

ＧＯの会員になってみることである。日本のＮＧＯの多くは、平日ではなく週末に活

動しているので、ＮＧＯの活動やマネジメントに実質的に関与することも可能だと思

うし、実際自分も今はそうしている。 
 
（５）その他 
 
●「顔の見える援助」が重要と言われているが、「声の聴こえる援助」こそ重要ではない

か。そして、ＰＲＳＰプロセスは「顔」より「声」に属する話である。仮に「顔」が

見えたとしても、それが厳しい債権者としての「顔」、無駄な公共事業を行っている「顔」

だとすれば、逆効果である。そもそも、「顔」を見せること自体が目的ではない。日本

として、援助を通じて途上国に何を伝えたいのかを明確化し、それをきちんと伝える

援助こそ、「声の聞こえる援助」、ないし真の意味での「顔が見える援助」だと考える。

その際、どういう声を伝えるのかが日本で問われているが、日本そのものが昨今自身

喪失に陥っている。役所でも少し援助に携わったが、正直に言って今の日本の援助が

何を伝えようとしているのか全く分からなかったし、それでは何を伝えるべきかと問

われても答える自信がない。 
 
●ＰＲＳＰにより貧困の概念の深化・総合理解が進むなかで、経済のみならず政治・平

和（安全保障）、環境の問題も含め、議論されてきている。このような状況において既

往の枠組みが果たして存続し得るのか？ もしそうでないとしたら、ＰＲＳＰを含む

枠組みの見直しが必要となるが、そのために日本がどのような貢献をすべきか、とい

うことも考えていく必要がある。 
 
●ＰＲＳＰの議論を見ると、途上国政府やドナーの協調が果たす役回りは、壮大な計画

経済とみまがうようなものになってきているのは問題だと思う。この点について、日

本から改善も含めて提言が出来るのではないか。 
 
●ＣＤＦ・ＰＲＳＰプロセスは、途上国の現地で行われているコンサルテーションプロ

セスが重要になってきている。そのため、そのプロセスにおいて有意義な貢献をする

ためには、日本の現地出先機関（大使館、ＪＩＣＡ・ＪＢＩＣ事務所など）がアンテ

ナを張って現地政府、バイ・マルチドナー、内外ＮＧＯ、その他の関係者の動向を観

察し情報交換し、なおかつ機動的に対応しておく体制を取っておく必要がある。それ

がないと、現場での調整プロセスの機会を逃してしまい、ドナーコミュニティの「蚊

帳の外」という状況におかれかねない。 
 
●日本としての具体的な貢献として、アジアの経験をアフリカに適用する議論が活発に

行われている。しかし、日本の援助手法を安易にアフリカに持っていくのには違和感
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がある。まず、日本の関係者はアフリカの特殊性（腐敗し信用できない政府や官僚機

構、利権構造、人口密度や地理的条件など）を十二分に理解し、その条件下でさえも

効果があると主張できるほど説得力のある援助思想や枠組みを考える必要があるので

はないか。そのために、日本自身がアフリカの専門家を増強し配置していくことが不

可欠であるのと同時に、改めて日本の援助経験を抽象化・一般化していく必要を感じ

る。 
 
●産業政策について随分議論されたが、それに加えて、「政府の能力強化」（「制度」支

援）というのが、日本のこれまでの援助内容とも合った、かつ欧米の援助内容とは一

線を画しているという意味で、強く売れるのではないかと思う。特にアフリカでは、

「オーナーシップ」「ガバナンス」等が問題になってるが、それでは政府を強化するた

めに誰が体系的に取り組んできたかというと、欧米の実績はかなりお寒い限りであり、

日本の援助を整理すれば、結構胸を張れるのではないだろうか。 
 
●また、「責任ある指導層を育てる」ということも主張できると思う。日本人の政策支援

専門家の中には、大変優秀なメンターとして途上国の指導層育成に役立っている例が

いくつかあると聞いている。また、この面では南南協力も可能であろう。最近は、知

識の重要性が益々認識されているが、それを更に推し進めると、個人と社会の姿勢・

倫理観・モラルの重要性に行き着くように思う。明治など日本の歴史のみならず日本

人は、この点で大変インスピレーションを与える資質があるのではないか。何歩か先

を行った発想かもしれないが、様々な派遣スキームと組み合わせて、明確なメッセー

ジを出せるのではないかと思う。 
 

（以上） 


